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1.はじめに

経済発展の原動力は資本形成にある。企業

の利潤追求行動により、投資は資本収益率の

高い部門に行われる。すなわち、資本形成に

決定的な影響を与えるのは資本収益率である。

これは、二部門経済モデルの丈脈において、

資本収益率の格差が部門間資本形成規模の格

差を決定づけるという形で解釈できる(本台

[1984J、Hondai[1985J)。したがって、部門

聞の相互連関と経済発展という観点から、両

部門の資本収益率に影響を与える要因を検討

することには意義がある。

この点に関して、本台[1984J および

Hondai [1985Jは、農工間交易条件と両部門

の資本収益率格差の聞に一定の関係を想定し、

農工間交易条件が部門聞の相対的投資配分に

与えた影響を検証している。しかし、一般的

に農工間交易条件と両部門の資本収益率の関

係が安定的という保証はない。また、農工間

交易条件が部門聞の相対的投資配分を決定す

るということは、資本収益率が相対的に低い

部門にも投資がなされることを意味しており、

これらの点に対して何らかの説明が必要とさ

れよう。そこで、本稿では「農工間交易条件

が部門間資本収益率格差の指標となり、部門

間の相対的投資配分を決定づける」という仮

説(本台 [1984J、Hondai[1985J)の妥当性

を、理論的に検証してみたい。

本稿の構成は以下の通りである。まず、第

E節では、 Lewis [1954J、Fei and Ranis 

[1964Jのモデルにおける転換点以前の経済

を想定し、農工間交易条件と資本収益率の関
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係を表したモデルを導出する。第皿節では、

第E節で導かれたモデルを検討し、農工間交

易条件が各部門の資本形成に与える影響を考

察する。第N節では、前節までの議論を転換

点以降に拡張し、転換点以前との比較を試み

る。最後に、第V節において、本稿の結論を

述べる。

ll.モデルの導出

本稿では、工業と農業から構成される二部

門経済を想定する。経済発展過程を考察した

二部門経済モデルの代表的なものとして、

Lewi s [1954J、Fei and Ranis [1964J、

]orgenson [1961Jを挙げることができる。

このうち、 Lewis [1954J とFeiand Ranis 

[1964Jは農業部門に余剰労働力の存在を想

定して転換点という概念を提唱するが、

] orgenson [1961Jは転換点という捉え方に

疑問を呈し、農業部門にも限界生産力理論を

適用した議論を行っている。本稿では、転換

点の概念を重視する立場をとり、 Lewisおよ

びFei=Ranisモデルを用いて考察を行う。

LewisおよびFei=Ranisモデルは、経済

発展過程を転換点以前と転換点以降に分けて

捉える。転換点以前の農業部門では共同体原

理が働き、限界生産性以上の賃金が支払われ

る。これに対して、転換点以降は農業部門に

も利潤最大化原理が働き、限界生産性に等し

い賃金が支払われるようになる。この違いは

本稿のモデルに影響を与えるので、以下では

議論を転換点以前と転換点以降とに分けて行

う。まず、本節と次節では、転換点以前につ

いて考察する。

LewisおよびFei=Ranisモデルによれば、

転換点以前の農業部門の実質賃金は、共同体

原理に基づく制度的固定賃金水準 (Constant

Institutional Real Wage CIW)によって

決まる。これは次式のような関係を意味して

いると解釈できる。

(1)号=αw

ここで、 Wは名目賃金率、 Pは物価水準、添え

字のAは農業部門を表している。

一方、工業部門では利潤最大化原理が採用

されており、労働の限界生産性と実質賃金が

等しくなるように雇用規模が決定される。

(2) 苧=即'LM， M 

ここで、 MPLは労働の限界生産性、添え字のM

は工業部門を表している。また、転換点に到

達するまで、農業部門は余剰労働力を制度的

固定賃金水準で弾力的に工業部門へ供給で、き

るので(無制限労働供給理論)、移動費用等

を無視するならば農業生産物価格で実質化し

た工業部門の賃金率は次のように表すことが

できる。

(3) 十而

(1)、 (2)、(3) より、両部門の名目賃金率

は、

(4)肌=PA.CIW

(5) れ =PM"MPLM

=PA"CIW 

となる。
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資本収益率は、名目付加価値額から労働分

配分を減じたものを資本ストック置き換え費

用で除して得ることができるので、 i部門の

資本収益率は、

p，" y，-W，"L， (6)π 
PK"K， 

で表される。ただし、 iは部門、 πは資本収

益率、 p，は i部門の産出物価格、れは資本財

価格、 Yは実質付加価値額、 Lは労働投入量、

Kは資本ストック量を表している O

ここで、両部門はともに工業部門が生産し

た財を用いて資本形成を行うと仮定するなら

ば、 (6)に (4)、(5)を代入することにより、

両部門の資本収益率はそれぞれ次のように定

義できる。

(7)πAニ P'A"YA-PA"CIW"LA 
PM"KA 

一
βヨ-CIW"LA) n 

KA 

PM" YM-PA" CIW"LM (8)πM -

PM"KM 

YM CIW"LM n 

KM KM 

ただし、 Pは

(9) P=子
TM  

で定義される農工間交易条件である。

これより、農工間交易条件が両部門の資本

収益率に影響を与えることが分かる。 (7)、

(8) で表される資本収益率は、資本ストック

を当期の資本財価格で置き換えた場合の費用

を基準にした、資本ストック全体に関する

「平均的な資本収益率Jである。しかし、実

際に投資の意思決定で重要となるのは追加的

な資本ストック(投資)に関する「限界的な

資本収益率」である。これは「トーピンのq

理論」における「平均のqJと「限界のqJに

関する議論に対応する i。この議論の論点は、

投資行動を分析するための適切な指標である

「限界のqJは将来利潤率等を含んだ概念であ

るために直接観察できないこと 2、そして観

察可能な「平均のqJと観察不可能な「限界

のqJは一般的に一致しないことの 2点であ

る。ただし、効率的な資本市場、完全競争、

そして資本ストックの調整費用関数と生産関

数に関する一次同次性が満たされるならば、

「平均のqJ と「限界のqJ が一致する

(Hayashi [1982J)。これは企業が将来に関す

る期待収益を割引現在価値で評価したものを

動学的な制約条件の下で最大化するという想

定に基づく結論である。したがって、将来期

間全体にわたる期待収益が反映されない形で

定義されている本稿の資本収益率とは概念的

に別のものである。また、農業部門で共同体

原理によって限界生産性以上の賃金が支払わ

れることを想定している Lewisおよび、Fei=

Ranisモデルとは明らかに前提条件が異なっ

ている。それゆえに、「一定の仮定の下では

平均的な資本収益率(平均のq) と限界的な

資本収益率(限界のq) が一致する」という

1 I qJは現在割引価値に基づく資本収益率である o

Tobin [1969]を参照。

2 先験的に将来収益をARモデルなどで特定化すること

により、陽表化させることは可能である。 Abeland 

Blanchard [1986]、鈴木・大滝[1984]、小川・北坂

[1995]などを参照。
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Hayashi [1982Jの結論を直接的にここでの

議論に援用することはできない。したがって、

100%の減価償却率を仮定しない限り、(7)、

(8)で表される指標を用いて投資行動を議論

することはできない。しかし、「トーピンのq

理論Jに基づいた実証研究では、観察不可能

な「限界の qJの代理変数として観察可能な

「平均のqJが用いられることがある 3。これ

に従う形で無条件に「平均の資本収益率Jを

「限界の資本収益率jの良い近似とみなすこ

ともできるが、本稿ではこれら二つの資本収

益率が一致する条件を検討することで、より

厳密に、本台[1984Jの提示した仮説の妥当

'性をf食証していきたい。

皿.転換点以前における農工間交易条件と資

本収益率

まず、生産要素投入量と産出量が不変であ

る静学的状態において、農工間交易条件と資

本収益率の関係を考察してみよう。(7)より、

農工間交易条件の上昇(低下)は、農業部門

における投入財価格の相対的な低下(上昇)、

あるいは産出物価格の相対的な上昇(低下)

を通じて、農業部門の平均的な資本収益率を

高める(低める)ことが分かる。また、 (8)

より、農工間交易条件の上昇(低下)は、賃

金財である食糧の価格上昇(低下)を通じる

形で生産要素の一つである労働の投入価格を

上昇(低下)させ、工業部門の平均的な資本

収益率を低める(高める)ことが分かる。す

3 例えば、 vonFurstenberg [1977J。

なわち、農工間交易条件の変化は両部門の平

均的な資本収益率に対して逆方向の影響を与

える。

次に、生産要素投入量や産出量が変化する

場合について検討しよう。農工間交易条件が

一定であっても、生産要素投入量や産出量が

変化する場合には、要素投入比率の変化や規

模に関する収穫の性質によって資本収益率の

水準は影響を受ける。例えば、生産要素の相

対価格変化が生じた結果として労働節約的・

資本集約的技術が採用されるケースを考えよ

う。この時、労働節約によって増加した資本

の取り分である (PY-WL)の増加率が資本ス

トックの増加率を下(上)回っているならば、

資本収益率は低下(上昇)する。同様に、規

模に関する収穫逓減(逓増)が成立する場合

にも資本収益率の低下(上昇)が観察され得

る。これらのような生産技術が資本収益率に

大きな影響を与える場合、農工間交易条件は

適切な資本収益率の指標とならない。したがっ

て、生産要素の投入量が変化する時の資本ス

トック全体に対する平均的な収益率や追加的

な資本ストック(投資)に対する限界的な収

益率に注目する場合には、投入量と産出量を

規定する技術的関係、すなわち生産関数を特

定化する必要がある。しかし、採用される生

産技術を先験的に特定化できないので、生産

技術という不確定要素を考慮しながら議論を

一般化させることは困難で、ある。そこで本稿

では、生産技術の影響を排除したケースをベ

ンチマークとして用いることで、農工間交易

条件と資本収益率の関係をより明確にしてみ
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たい。

ここでは、生産要素投入比率や規模に関す

る収穫の性質が資本収益率に与える影響を排

除したベンチマークのケースとして、一次同

次のホモセティックな生産関数を想定する

これは、具体的にはレオンチェフ型、あるい

はコブ=ダグラス型の生産関数で表現できる。

以下ではそれぞれのケースについて考察する。

まず、レオンチェフ型生産関数について検

討しよう。この場合には、投入係数が一定で

あるので拡張経路は原点からの直線で表され

る。また、生産要素相対価格の変化から独立

して、全ての生産要素投入量と産出量の比例

的関係が保たれる。レオンチェフ型生産関数

の問題点は、技術の固定性(投入係数の不変

性)に関する仮定である。ところで、投資の

意思決定に影響を与えるのは、事後的に得ら

れる資本収益率ではなく、期待資本収益率で

ある。したがって、投資の意思決定における

時間的視野と整合性が取れるような技術に関

する仮定が必要となる。投資の意思決定は既

存の技術、ないしは開発見込みの技術に基づ

いて短期的視野から行われると考えられるの

で、要素価格を一定とみなすことができる。

したがって、要素価格の相対的変化が技術革

新を誘発するという「誘発的技術革新Jが生

じるような中長期的な視野からの議論は、こ

こではむしろ不適切で、あると考えられる o

4 ホモセティック関数とは、同次関数の単調変換によ

り定義される関数であり、その特殊ケースとして一次

同次のホモセティック関数を得ることができる(奥野・

鈴村[1985]、P田 282)。

以上を考慮すると、技術の固定性という仮定

は投資の時間的視野という観点から妥当性を

持つと考えられる。

次に一次同次のコブ=ダグラス型生産関数

について検討しよう。ここでは、レオンチェ

フ型生産関数の場合とは異なり、生産要素の

相対価格が一定という追加的な仮定を置く。

生産要素の相対価格が一定ならばコブ=ダグ

ラス型生産関数の要素投入比率は常に一定と

なり、この時の拡張経路は原点からの直線で

表される九この結果、全ての生産要素投入

量と産出量に比例的関係が生じる。生産要素

の相対価格が一定という仮定は、上述のよう

に期待資本収益率が短期的視野の下に算出さ

れるならばそれほど問題とはならない。

これらのことより、レオンチェフ型生産関

数とコブ=ダグラス型生産関数による定式化

の主な違いは生産要素相対価格が一定という

仮定が必要かどうかだけであり、しかもこの

点に関する理論的擁護も可能であることが分

かる。したがって、どちらに基づいて議論し

でも大きな問題とはならない。

以上の二つのケースでは、全ての生産要素

投入量と産出量が比例的に変化する。すると、

(7)、 (8)で表される各部門の資本収益率は

産出(ないしは投入)の規模に関してゼロ次

同次関数となり、平均の資本収益率と限界の

資本収益率の一致性が保証される。したがっ

て、資本収益率は農工間交易条件のみに依存

5 誘発的技術草新については、速水[1995]1章、 6章、

Hayami and Ruttan [1971]、Ch.4を参照。

6 Yotopoulos and Nugent [1984]、p.51。



208 国際協力論集第7巻第2号

し、農業部門の資本収益率は農工間交易条件

の増加関数、工業部門の資本収益率は農工間

交易条件の減少関数となる。すなわち、交易

条件が有利化する部門の資本収益率が高くな

り、不利化する部門の資本収益率が低くなる。

それでは、一次同次でホモセティックな生

産関数という仮定を緩めるとどのような帰結

が得られるのかを簡単に考察してみよう。ま

ず、一次同次の仮定のみを外して考察する。

一次同次の仮定により、生産関数が規模に関

して収穫一定となる場合には、平均の資本収

益率と限界の資本収益率が一致した。しかし、

規模に関して収穫逓増や収穫逓減となる場合

には、非同次性のために産出量(ないしは投

入量)の水準と共に資本収益率が変化する。

このため、平均の資本収益率は限界の資本収

益率より過小、あるいは過大なバイアスを持

ち、二つの収益率は一致しない。次に、ホモ

セティックな生産関数という仮定も外してみ

よう。ホモセティックでない生産関数の場合

には、生産要素の相対価格が一定でも要素投

入比率が一定とならないため、既述したよう

な不確定要因を考慮、しなければならず、議論

の一般化が困難となる。しかし、要素投入比

率の変化や規模に関する収穫の性質がどのよ

うなものであっても、新たに導入された生産

技術を与件とみなすと、農工間交易条件はそ

れが有利化する部門の資本収益率を相対的に

高めるように、不利化する部門の資本収益率

を相対的に低めるように作用する図式は依然

として妥当しつづける。したがって、一次同

次のホモセティックな生産関数という条件が

満たされない場合であっても、農工間交易条

件が各部門の資本収益率に与える影響の定性

的な方向は同じであり、考察結果は頑健性を

有する。

以上の考察を通じて、農工間交易条件が各

部門の資本収益率の有益な指標となることが

明らかになった。これは農工間交易条件が各

部門の投資配分、ひいては資本形成に影響を

与える可能性を示唆している。これに関連し

て、本台日984Jおよびt/ondai [1985 Jでは

農工間交易条件が相対的投資配分を決定する

と想定している。しかし、これは資本収益率

が相対的に低い部門にも投資がなされること

を意味しているので、この点に対する理論的

根拠が必要とされる。以下では、農工間交易

条件が部門聞の相対的投資配分を決定するこ

とを投資理論の調整コストアプローチに則し

て説明してみたい。

調整コストアプローチによれば、資本ストッ

クの調整規模が大きいほど付随する調整コス

トが大きくなるので、最適資本ストック規模

を即時に達成するのではなく、緩やかな資本

ストック調整を行うことが最適な行動とな

る7。ここで、資本収益率が高くなるほど各

経済主体の考える最適資本ストック規模が拡

大し、現実の資本ストック規模との議離が大

きくなると仮定しよう。したがって、現実の

資本ストック規模の最適資本ストック規模か

らの誰離の変化分は、農工間交易条件の有利

7 調整コストアプローチについては、 Lucus[1967]、

Gould [1968]、Uzawa[1969]、Treadway[1969] など

を参照。
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化した部門で相対的に大きく、不利化した部

門で相対的に小さい。ここで、資本ストック

調整過程が部分調整メカニズムによって行わ

れ、部分調整係数が一定であるとしよう o

すると、投資額は現実の資本ストック規模と

最適資本ストック規模との議離の単調増加関

数となる。したがって、資本収益率の絶対水

準が高い部門に集中して投資が行われるので

はなく、農工間交易条件が有利化した部門へ

相対的に大規模の投資がなされ、不利化した

部門へ相対的に小規模の投資がなされる O つ

まり、部門間の投資配分が相対性をもって行

われる。以上より、農工間交易条件が部門間

の相対的投資配分を決定するメカニズムが明

らかにされたと考えられる。

町.転換点以降の農工間交易条件と資本収益率

本節では、前節までの議論が転換点以降に

はどのように変化するかを見てみよう。転換

点以降は、農業部門の実質賃金率が労働の限

界生産性に基づいて決まる O すると、(1)は

次のように改められる。

)
 

'
 

可'ム(
 

手=MPLA
Iぺd

したがって、両部門の資本収益率である (7)、

(8) も次のように修正される。

(7' ) 
P'A. YA一九・品1PLA.LA

PM.KA 
πd 

の'A-MPLA.LA)~ 

KA 

8 部分調整メカニズムについては、例えば豊田・羽森

[1997J、pp.142-143を参照。
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(8' ) 
P'M.YM-PM.凡1PLM.LM

PM.KM 
1TM 

YM ん1PLM.LM
KM 

ここでも転換点以前の分析と同様に、一次

同次のホモセティックな生産関数を仮定しよ

う9。すると、(7')より、転換点以降は農工

間交易条件だけでなく、労働の限界生産性も

農業部門の資本収益率に影響を与えることが

分かる。これは転換点以前には実質賃金率が

制度的固定賃金水準で決まっていたものが、

転換点以降は労働の限界生産性に依存するよ

うになるためである。また、 (8')より、工

業部門の資本収益率は農工間交易条件からは

独立し、労働の限界生産性に依存することが

分かる。すなわち、工業部門の資本収益率は、

名目的要因の影響を受けず、実質的要因のみ

の影響を受ける。したがって、農工間交易条

件は工業部門の資本形成に直接的な影響を与

えない。ただし、農工間交易条件は農業部門

の資本収益率への作用を通じて部門聞の相対

的資本収益率を変化させる。つまり、投資を

行うことに関する部門聞の相対的な有利さを

変化させるという間接的な形で、工業部門の

資本形成に影響を与える。しかし、転換点以

前と比較すると、直接的に影響を与える経路

を持たないために、転換点以降は、農工間交

易条件が工業部門の資本形成に与える影響は

弱まらざるを得ない。以上の考察より、転換

9 前節と同様に、コブ=ダグラス型生産関数を想定す

る場合には、生産要素価格が一定という追加的仮定を

置く。
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点以降は農工間交易条件が工業部門の資本収

益率の指標とはならず、部門間の相対的投資

配分に与える影響も限定的なものにとどまる

ことが分かる。つまり、転換点以降には、本

台日984]で提示された仮説は妥当しない。

最後に、以上の議論に基づいて途上国の転

換点以降の工業化過程を考察してみたい。こ

こでは技術進歩率が工業部門で相対的に高い

状況を想定しよう。すると、転換点以降は両

部門で実質賃金が上昇し、技術進歩率の低い

農業部門の資本収益率は相対的に低下する。

したがって、農工間交易条件が低下した場合

はもちろんのこと、上昇した場合でもその影

響が弱められることになり、農業部門での資

本形成は相対的に不利になりやすい。その結

果、工業部門に偏向した形で資本形成が進行

する。利潤が再投資され、さらなる工業部門

の拡大を引き起こす。成熟したがゆえに低い

技術進歩率と低水準の資本蓄積となり、資本

収益率が低下した農業部門が存在する一方で、

高い技術進歩率と高水準の資本蓄積を背景と

して高い資本収益率を提示できる工業部門が

拡大を続けていく。このようなプロセスは、

部門聞の相対的な資本形成を価格メカニズム

の観点から捉えた工業化過程とも言えるだろ

つ。

v.おわりに

本稿では、 Lewis [1954]、Feiand Ranis 

[1964]で展開されている二重経済モデルを

用いて、農工間交易条件と各部門の資本収益

率の関係を考察した。その結果、比較的弱い

仮定の下で、転換点以前は農工間交易条件が

各部門の資本収益率の指標になることが明ら

かにされた。また、資本ストックの調整コス

トを仮定すると、農工間交易条件が有利化し

た部門に相対的に大規模の投資が行われるこ

とが明らかになった。転換点以降は農工間交

易条件と各部門の資本収益率の関係が変化す

る。つまり、農工間交易条件は農業部門の資

本収益率だけに影響を与えることになり、工

業部門の資本収益率の指標としては機能しな

い。したがって、農工間交易条件は部門間の

相対的投資配分の決定的要因とはならない。

以上を要約すると、本台[1984]で提示され

た「農工間交易条件が各部門の資本収益率の

指標となり、部門間の相対的投資配分に影響

を与える」という仮説は、転換点以前は妥当

するものの、転換点以降は妥当しないことに

なる。

本稿の分析結果に基づくならば、転換点以

前では、一方の部門に対する価格政策であっ

ても両部門の相対的な資本形成に重大な影響

を与える可能性がある。したがって、価格政

策を行う場合には、対象部門だけでなく経済

全体に対する影響にも配慮しなければならな

い。その多くが転換点以前の経済と考えられ

る途上国で、輸入代替工業化政策が失敗に終

わったのは、このような視点が欠落していた

ためであろう。逆に言えば、輸入代替工業化

政策を採った経緯を持つ韓国や台湾は工業化

に成功したが、その理由の一つに輸入代替工

業化政策を転換点以降に採ったことを挙げる

ことができるのかもしれない。ただし、この
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点に関しては慎重な検討が求められるので、

研究の蓄積を待つ必要があると思われる。ま

た、農工間交易条件がどのような要因によっ

て決定されているかに関する研究は少なく、

十分に解明されているとは言えない。今後は

この点に関する研究を進めていくことが課題

となろう。
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This paper analyzes the role of intersectoral terms of trade in developing countries 

viewed 企om theoretical 企amework. The analysis found that before turning point， 

intersectoral terms of trade become an indicator of the rate of return to capital in both 

agricultural and industrial sectors. Considering the adjustment cost of capital fOIτnation， 

it also means that intersectoral terms of仕adedetermine the relative magnitude of invest-

ment between two sectors. 

However， after turning point， this relationship does not exist. That is， intersectoral 

terms of trade affect only the rate of retum to capital in agricultural sector. So， 

intersectoral terms of仕adedo not affect the relative magnitude of investment between 

two sectors. 
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